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１．はじめに 

令和４年４月に施行された沖縄振興特別措置法（平成14年法律第14号。以下「沖振法」

という。）に基づき、同年５月、国は、令和４年度から令和13年度までの沖縄振興の意義や

方向等を定めた、新たな沖縄振興基本方針1（以下「基本方針」という。）を決定した2。 

この基本方針では、沖縄振興に資する事業を沖縄県が自主的な選択に基づいて実施でき

る制度として、平成24年の沖振法改正で創設された「沖縄振興一括交付金」（以下「一括交

付金」という。）に関して、今後も、歴史的事情等の特殊事情に起因する様々な政策課題等

 
1 「沖縄振興基本方針」（令和４年５月10日内閣総理大臣決定）<https://www8.cao.go.jp/okinawa/9/houshin.

pdf>（以下、ＵＲＬの最終アクセス日は全て令和４年９月12日。） 
2 詳細については、藤生将治「新たな沖縄振興基本方針と沖縄振興計画－令和４年度から令和13年度までの沖

縄振興－」『立法と調査』No.447（令4.7）参照。 
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に沖縄が主体的に対応するための財源として有効活用を図ることが求められているとした

上で、国・沖縄県・市町村の連携・協力の下、有識者の知見も活用しつつ、適時に点検・

評価等を行い、一括交付金の実効性の向上に努めるとしている。一方、前回（平成24年度

～令和３年度）の基本方針で記述がなかった個別補助金に関し、新たな基本方針では、国

として重点的に取り組むべき事項や沖縄の特殊事情等を踏まえ国が自ら取り組むことが必

要な事項等について、一括交付金とは別に予算補助による個別補助金の活用を図るとした

上で、成果指標の達成状況に応じ不断の見直しを行う等、適正な執行に努めるとしている。 

このように、新たな基本方針では、沖縄振興を推進するための措置（政策ツール）とし

て、一括交付金と個別補助金のいずれもが明記されている。一方、その中では、国が自ら

取り組むことが必要と考えられる施策については重点的に取り組むべき事項を適切に見定

め、直轄事業や個別の補助事業等も活用するとしているものの、国が取り組むべき事項に

ついての具体的な内容は示されていない。また、同様に、沖縄振興における一括交付金と

個別補助金の役割分担も含めた両者の関係などについても示されていない。 

一括交付金については、各府省の地方公共団体向け投資補助金のうち、沖縄振興に資す

るハード事業に係る補助金の一部を一括交付金として内閣府に計上し、各省に移し替えて

執行する「沖縄振興公共投資交付金」（以下「ハード交付金」という。）と、ソフト事業を

対象とし、移し替えをせずに原則内閣府で執行する沖縄独自の制度である「沖縄振興特別

推進交付金」（以下「ソフト交付金」という。）に区分されている。とりわけ、ソフト交付

金については、観光の振興を始めとして、沖縄の振興に資する事業等、幅広い事業が対象

となるとともに、沖縄県を介し各市町村にも配分され、県のみならず、各市町村も独自の

事業を実施できるものとなっている3。 

一方、個別補助金の中でも、①北部地域の連携を促進しつつ、産業の振興や定住条件の

整備に資する事業を補助する北部振興事業のうち、非公共事業を対象とする「沖縄北部連

携促進特別振興事業費（以下「北部事業費」という。）」（平成24年度～）や、②離島市町村

が実施する産業振興・定住条件の整備などの事業に要する経費の一部を補助する「沖縄離

島活性化推進事業費（以下「離島事業費」という。）」（平成29年度～）、③ソフト交付金を

補完し主に臨機応変な財源捻出が困難な市町村に配分を行う「沖縄振興特定事業推進費4

（以下「推進費」という。）」（令和元年度～）では、ソフト交付金同様、使途の自由度が比

較的高い形でソフト事業を対象とする補助事業（以下、①～③を合わせて「ソフト個別補

助金」という。）が実施されている5。ただし、これらは、沖縄県を介さず、国から各市町村

等に直接補助を行うものとなっている。 

 
3 一括交付金全体の制度や予算配分、活用状況等については、藤生将治「沖縄振興一括交付金の現状と論点」

『立法と調査』No.417（令元.11）参照。 
4 推進費の経緯や制度の詳細については、藤生将治「沖縄振興特定事業推進費をめぐる動向と論点」『立法と調

査』No.424（令2.6）参照。 
5 その他のソフト事業を対象とした個別補助金として、令和４年度沖縄振興予算では、「沖縄子供の貧困緊急対

策事業」や「沖縄小規模離島生活基盤整備推進事業」等が実施されている。それらの対象は、事業の目的を

踏まえ、前者については支援員の配置や子供の居場所づくり等、後者については小規模離島における海底送

電ケーブルの整備及び超高速ブロードバンド環境の整備に対する支援等に、それぞれ限定されている（内閣

府「令和４年度沖縄振興予算概算決定額等」<https://www8.cao.go.jp/okinawa/3/2021/r4_yosan.pdf>）。 
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そこで、本稿では、一括交付金が創設された平成24年度以降の、沖縄振興予算及び主な

ソフト事業（ソフト交付金及びソフト個別補助金）予算の推移を確認し、ソフト交付金と

ソフト個別補助金の現状について整理した上で、主なソフト事業予算の比較を行い、最後

に沖縄振興における一括交付金と個別補助金をめぐる現状と課題を整理していく。 

 

２．沖縄振興予算と主なソフト事業予算の推移 

平成24年度から令和４年度までの沖縄振興予算（当初）の推移を見ると、平成26年度の

3,501億円をピークに減額が続き、平成30年度から令和３年度まで3,010億円と横ばいで

あったが、令和４年度は10年ぶりに3,000億円台を下回る2,684億円となっている（図表１）。 

こうした推移の背景には、平成25年12月、当時の仲井眞沖縄県知事の要請を踏まえ、平

成26年度予算案の閣議決定に際して、当時の安倍内閣総理大臣から、平成33年度（令和３

年度）までの沖縄振興計画（沖振法及び基本方針に基づき、沖縄県知事が定める沖縄振興

に関する計画）期間中、毎年3,000億円台の沖縄振興予算を確保するとの発言がなされたこ

とがある6。その後、令和３年度予算までは、この発言を踏まえて予算編成が行われてきた

一方、令和４年度予算には、そうした前提がない中で、各事業の所要額を積み上げた結果

として、2,684億円が計上されている7。 

 

図表１ 沖縄振興予算と主なソフト事業予算の推移（平成24年度～令和４年度） 

 
 （出所）内閣府資料を基に作成 

 

次に、主なソフト事業予算の推移を見ると、沖縄振興予算の推移同様、平成26年度の852

億円をピークに減額傾向が続き、令和４年度には544億円まで減少し、沖縄振興予算に占め

る割合も、平成24年度の28.2％から令和４年度には20.3％まで低下している（図表１）。 

こうした予算額の推移は、平成27年度以降、ソフト交付金を含む一括交付金と沖縄振興

予算全体の減額傾向が続いてきたこととおおむね軌を一にしている。特に、ソフト交付金

は、ピーク時である平成26年度の826億円と比べ、令和４年度にはその半分以下となる394

億円にまで減少し、沖縄振興予算に占める割合も、平成24年度の27.3％から令和４年度に

は14.7％まで低下し、沖縄振興予算におけるソフト交付金の比重は大きく低下している。 

 
6 第186回国会衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会議録第３号８頁（平26.2.25） 
7 第208回国会衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会議録第３号３頁（令4.3.3） 
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一方、ソフト個別補助金は、平成24年度から平成28年度にかけておおむね横ばいの状況

にあったが、平成29年度以降、ソフト交付金の推移とは対照的に増額が続いており、平成

29年度の37億円から令和４年度には150億円まで増加している。その結果、沖縄振興予算に

占める割合も、平成28年度までの１％に満たない状況から、令和４年度には5.6％にまで上

昇している。 

こうした推移の要因としては、①北部事業費が平成30年度から令和元年度、また令和３

年度から令和４年度にかけて増額されていること、②離島事業費が平成29年度から新たに

実施され、その増額が続いていることのほか、最も大きなものとして、③推進費が令和元

年度から新たに実施され、令和３年度までの間にその増額が続いてきたことが挙げられる。 

このように、主なソフト事業予算が全体としては減額傾向にある中で、ソフト個別補助

金の増額が続いてきたことによって、主なソフト事業予算の内訳は大きく変化している。

すなわち、平成24年度から平成28年度までは、ソフト交付金が約97％と大部分を占めてい

た一方、平成29年度以降は、ソフト個別補助金の比率が高まり、令和４年度には主なソフ

ト事業予算の３割近い27.6％を占めるに至っている（図表２）。 

 

図表２ 主なソフト事業予算における予算額の比率の推移（平成24年度～令和４年度） 

 
 （出所）内閣府資料を基に作成 

 

以上のことから、沖縄振興予算と主なソフト事業予算の推移を総括すると、平成27年度

以降、沖縄振興予算とともにソフト交付金の減額が続いてきた中で、沖縄振興予算におけ

るソフト交付金の比重が大きく低下してきた一方、平成29年度以降、ソフト個別補助金は

増額が続いており、沖縄振興予算全体や主なソフト事業予算に占める比重も高まってきて

いると言える8。 

 
8 なお、北部事業費や離島事業、推進費以外の個別補助金も含めたソフト事業予算全体の動向については、本

稿における分析の対象とはしていない。しかし、沖縄振興予算の減額が続いてきた中でも、公共事業関係費

等が一定の水準を維持していることや、沖縄科学技術大学院大学に関する経費や沖縄健康医療拠点整備経費

などが増加してきていること等から、主なソフト事業予算と同様、沖縄振興予算におけるソフト事業予算全

体の比重も低下してきていると考えられる。 
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３．沖縄振興予算における主なソフト事業予算の現状 

次に、沖縄振興予算における主なソフト事業予算の現状を見るため、以下、それぞれの

事業ごとに、その概要を確認した上で、予算の執行状況及び配分状況を整理していく。 

 

（１）沖縄振興特別推進交付金（ソフト交付金） 

ア 概要 

  一括交付金は、沖振法における沖縄振興の基盤の整備のための特別措置の一つとして

定められた法律補助であり、同法では、沖縄県知事による沖縄振興交付金事業計画の作

成（第95条）や、国による交付金の交付等（第96条）を定めている。 

沖縄振興交付金事業計画の作成について、沖縄県知事は、沖縄振興計画に基づく事業

又は事務（事業等）のうち、沖縄県が自主的な選択に基づいて実施する沖縄の振興に資

する事業等を実施するための計画（沖縄振興交付金事業計画）を作成することができる。

同計画には、①沖縄の振興の基盤となる施設の整備に関する事業で政令に定めるものに

関する事項、②沖縄の振興に資する事業等で観光の振興を始めとする沖縄振興全般にわ

たる幅広い事業等9に関する事項を記載するものとされ、②に関するものがソフト交付金

（図表３）として区分されている。 

 

図表３ ソフト交付金の概要 

 

 （出所）沖縄県「沖縄振興（一括）交付金について～取組と成果～」（令和元年６月）を基に編集・作成 

 

交付金の交付等について、沖縄振興交付金事業計画に基づく事業等を実施しようとす

るときは、沖縄県知事は、当該計画を内閣総理大臣に提出しなければならず、国は、沖

縄県に対し、内閣府令で定めるところにより、予算の範囲内で、交付金を交付すること

ができる。なお、ソフト交付金の交付率に関しては、沖縄振興特別推進交付金交付要綱

 
9 具体的に、沖振法第95条第２項第２号では、①観光の振興、情報通信産業の振興、農林水産業の振興その他

の産業の振興に資する事業等、②雇用の促進、人材の育成その他の職業の安定に資する事業等、③教育及び

文化の振興に資する事業等、④福祉の増進及び医療の確保に資する事業等、⑤科学技術の振興に資する事業

等、⑥情報通信の高度化に資する事業等、⑦国際協力及び国際交流の推進に資する事業等、⑧駐留軍用地跡

地の利用に資する事業等、⑨離島の振興に資する事業等、⑩環境の保全並びに防災及び国土の保全に資する

事業等、⑪そのほか沖縄の地理的及び自然的特性その他の特殊事情に基因する事業等を定めている。 
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において10、10分の８以内と定められている（第３条）11。さらに、市町村が行う事業に

関しては、沖縄振興特別推進市町村交付金交付要綱12等に基づき、沖縄県知事が市町村に

交付するものとなっている。 

イ 予算の執行状況 

  ソフト交付金の執行状況（図表４）を見ると、制度創設当初の平成24年度は執行率が

50.9％にとどまり、当初予算額の５割近くが翌年度に繰り越された。また、平成25年度

も当初予算額の約１割に相当する80億円の不用額が生じ、執行率は73.9％にとどまった

ものの、その後は執行率の改善が進み、平成28年度の執行率は79.6％となった。 

  こうした執行状況に関連して、ソフト交付金の予算額は、ピークとなった平成26年度

には826億円が計上されたものの、平成27年度予算では、平成25年度におけるソフト交付

金も含めた一括交付金全体の執行率の低さを理由に減額された。その後、平成28年度予

算では、ソフト交付金については、沖縄県の執行率改善のための取組が評価され、前年

度と同額とされたものの、平成29年度以降の予算では、毎年度、異なる積算基準が用い

られるようになり、減額が続いてきた13。 

  その一方で、平成30年度以降のソフト交付金の執行率は、８割を超える状況が続いて

いる（図表４）。こうした要因としては、沖縄県や市町村による執行率改善の取組ととも

に、ソフト交付金の減額で予算規模自体が縮小したことも影響していると考えられる。 

 

図表４ ソフト交付金の予算と執行状況の推移（平成24年度～令和４年度） 

 
 （出所）内閣府「沖縄振興予算概算決定額等」及び「沖縄振興予算（内閣府沖縄担当部局予算等）の決算」

（平成24年度以降）<https://www8.cao.go.jp/okinawa/3/33.html>等を基に作成 

   

ウ 予算の配分状況 

  ソフト交付金の配分については、①まず、沖縄県知事及び沖縄県内41市町村長の出席

の下で開催される「沖縄振興会議」において、県・市町村間における配分についての協

 
10 「沖縄振興特別推進交付金交付要綱」<https://www.pref.okinawa.jp/site/kikaku/chosei/kikaku/docume

nts/kouhukinnyoukou.pdf> 
11 地方負担の半分には交付税措置がなされることから、実際の負担は１割となっている（沖縄県「沖縄振興（一

括）交付金について～取組と成果～」（令元.6）<https://www8.cao.go.jp/okinawa/siryou/singikai/sinko

usingikai/33/33-07_02.pdf>）。 
12 「沖縄振興特別推進市町村交付金交付要綱」<https://www.city.ishigaki.okinawa.jp/material/files/gr

oup/9/youkou_90638144.pdf> 
13 具体的な積算根拠の変遷については、前掲注３、武元英輝「令和２年度沖縄・北方関係予算」『立法と調査』

No.420（令2.2）及び佐藤巴「令和４年度沖縄・北方関係予算」『立法と調査』No.442（令4.2）参照 
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議が行われ、②沖縄振興会議に続いて開催される「沖縄振興市町村協議会」において、

市町村間における配分についての協議が行われ、それぞれ配分が決められている。 

（ア）県・市町村間における配分 

   県・市町村間におけるソフト交付金の配分の推移（図表５）について、平成24年度

及び平成25年度は、経常補助金の継続事業分・相当額等を除く603億円を県と市町村で

概ね１：１で配分するとの考え方に基づき、県分は300億円に経常補助金の継続事業

分・相当額等を加えた500億円、市町村分303億円で配分された。平成26年度は、前年

度配分額を基礎とし、消費税率引上げを考慮し相当額を按分するとの考え方に基づき、

県分514億円（500億円＋14億円）、市町村分312億円（303億円＋９億円）で配分された。 

その後、平成27年度からは、それまでの配分（県分５（62.5％）：市町村分３（37.5％））

を基礎とした上で、市町村事業の必要額・影響を考慮して配分するという２段階の考

え方が採られるようになった。そこで、具体的な配分としては、毎年度、ソフト交付

金の合計額を５：３で按分した上で、そこから必要額・調整額として、平成27年度か

ら平成29年度は10億円、平成30年度は12億円、令和元年度は29億円、令和２年度は34

億円、令和３年度は36億円が県分から市町村分に移される形で配分されてきた14。 

 

図表５ 県・市町村間におけるソフト交付金の配分の推移（平成24年度～令和４年度） 

 

 （出所）沖縄県資料及び沖縄県町村会『自治おきなわ』No.452、456、460、464を基に作成 

 

しかし、令和４年度については、当時の西銘内閣府特命担当大臣（沖縄及び北方対

策）が、令和３年12月の記者会見等において、予算編成の中での一括交付金全体の積

算に関して、令和３年度に市町村に配分された額を確保するとの思いで大臣折衝に臨

み、それと同額の県分と合わせて、必要な予算を確保した旨述べるとともに15、県・市

町村間の配分は地元で決めるものとの認識も示した16。 

その後、令和４年１月に開催された沖縄振興会議では、県・市町村間の配分につい

て、前年度までのような２段階の考え方ではなく、始めから令和３年度の配分額をベー

ス（県分11（55％）：市町村分９（45％））に配分するとの考え方に変更され、配分が

決められた17。この経緯については、ソフト交付金の減額を踏まえ、配分比を１：１に

 
14 前掲注３参照 
15 西銘大臣記者会見録（令3.12.24）<https://www.reconstruction.go.jp/topics/21/12/20211224185009.ht

ml>、第208回国会衆議院沖縄及び北方問題に関する特別委員会議録第５号11頁（令4.3.9） 
16 西銘大臣記者会見録（令3.12.28）<https://www.reconstruction.go.jp/topics/21/12/20211228174306.ht

ml> 
17 沖縄県町村会『自治おきなわ』No.464（令4.4）18頁 
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することを求める市町村も複数あったが、市町村をまたいで県が実施する広域事業を

評価して、最終的には全会一致で決定したとされている18。 

ソフト交付金の減額が進んできたことで、令和４年度のソフト交付金は、ピーク時

の平成26年度と比べると、全体で52.3％減（県分は58％減、市町村分は43％減）となっ

ている。これに対し、特に平成27年度以降、県分から市町村分に必要額・調整額とい

う形で事実上の補てんが行われ、令和元年度以降、県・市町村間の配分比を５：３か

ら実質的に県分の比率を下げ、ソフト交付金の減額の影響を県がより吸収する形での

対応が図られてきた。しかし、上記のような令和４年度の配分決定の経緯は、ソフト

交付金の減額等によって、５：３という考え方を採ること自体、もはや難しくなって

きたことを示していると言える。 

（イ）市町村間における配分 

   次に、市町村間におけるソフト交付金の配分については、平成24年度に、303億円の

うち、まず、均等割として5,000万円が各市町村に配分された上で、残りの額が基本指

標（人口、面積）及び配慮指標（財政力加算、離島等加算、人口減少加算、老齢者人

口加算、年少人口加算）から成る各種指標を用いて配分された。平成25年度には、新

たに基本枠と特別枠の区分が設けられ、①基本枠には９割（272.2億円）が配分され、

その枠内において、まず均等割として各市町村に１億円が配分された上で、前年度同

様、残りの額が各種指標に従って配分されるとともに、②特別枠には１割（30.3億円）

が配分され、沖縄振興のモデルとなる事業や事業効果が広域的に波及する事業、県又

は他の市町村と連携した事業等を対象に配分された。平成26年度も前年度同様に配分

され、その後、令和３年度までは、特別枠への配分額の増減はありつつも（平成27年

度から平成30年度までが40億円、令和元年度が53億円、令和２年度及び令和３年度が

45億円）、基本枠と特別枠の区分を設けた上で、基本枠は、均等割及び各種指標を用い

て市町村間に配分し、特別枠は、沖縄振興特別推進市町村交付金特別枠配分実施要綱

に基づき審査、採択した案件に配分するという形で市町村に対する配分が行われてき

た。 

しかし、令和４年度は、基本枠に全てが配分され、均等割と各種指標を用いた配分

が行われ（図表６）、令和５年度以降の特別枠については引き続き検討を行うこととさ

れた19。特別枠の休止は、ソフト交付金の大幅な減額が理由とされているが、特別枠を

利用した事業にはソフトを名目としたハード整備が目立つことから、令和４年度は特

別枠の在り方を議論すべき期間になるとの指摘もなされている20。 

市町村間におけるソフト交付金の配分において大半を占める基本枠内の配分で用い

られる各種指標については、基本指標の一つである人口の要素の比重が最も大きく

なっているが21、その他の指標に基づく配分や均等割によって、一定程度、調整が図ら

 
18 『琉球新報』（令4.1.29） 
19 前掲注17、20頁 
20 『沖縄タイムス』（令4.2.2） 
21 指標全体で各指標が考慮される割合を見ると、人口80.75％、面積4.75％、財政力加算9.00％、離島等加算

2.25％、人口減少加算2.25％、老齢者人口加算0.75％、年少人口加算0.75％となっている。 
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れる仕組みとなっている22。その結果、令和４年度の基本枠の配分においては、例えば、

最も人口の多い那覇市では、人口の割合が21.6％であるのに対して、各種指標を用い

た配分の割合は18.1％、そこから均等割も加えた配分の割合は14.1％となる一方、最

も人口の少ない渡名喜村では、人口の割合が0.02％であるのに対して、各種指標を用

いた配分の割合は0.8％、そこから均等割も加えた配分の割合は1.2％となっている23。 

 

図表６ 市町村間における基本枠の配分（令和４年度） 
（単位：億円） 

（出所）沖縄県町村会『自治おきなわ』No.464（令4.4）21頁より抜粋 

 

（２）沖縄北部連携促進特別振興事業費 

ア 概要 

  沖縄県の北部地域24は、県内の他の地域に比べ一人当たりの所得が低く、過疎地域が多

く存在している。そのため、県土の均衡ある発展を図る観点から、北部地域の連携を促

 
22 なお、ソフト交付金の減額により、配分額全体が減少する中で、均等割による配分額は平成25年度以降、一

定となっていることから、その調整の効果がより大きくなってきていると考えられる。 
23 令和２年10月１日現在の推計人口では、沖縄県全体が1,467,480人、那覇市が317,625人、渡名喜村が346人

となっている（沖縄県「長期時系列統計データ（市町村別推計人口(10月１日現在)）」<https://www.pref.o

kinawa.jp/toukeika/long-term/longterm_index.html#1>）。 
24 北部地域は、名護市、本部町、金武町、国頭村、大宜味村、東村、今帰仁村、恩納村、宜野座村、伊江村、

伊平屋村、伊是名村の12市町村から構成されている。 

―
 21 ―
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進しつつ、産業の振興や定住条件整備に資する事業を実施することを目的として、①非

公共事業に対する補助を行う北部事業費（沖縄北部連携促進特別振興事業費）と、②公

共事業に対する高率補助を行う「沖縄北部連携促進特別振興対策特定開発事業推進費」

から成る北部振興事業（予算補助）が実施されている。これらは、いずれも北部12市町

村を対象とするとともに、北部事業費については、補助率が10分の８となっている25。 

  北部振興事業については、「普天間飛行場の移設に係る政府方針26」（平成11年12月28日

閣議決定）に基づく「北部振興並びに移設先及び周辺地域振興に関する基本方針27」（平

成12年８月24日北部振興協議会並びに移設先及び周辺地域振興協議会決定）等に基づき、

平成12年度から事業が開始された28。その後、平成18年５月、日米安全保障協議会が取り

まとめた「再編実施のための日米のロードマップ29」を踏まえて閣議決定された「在日米

軍の兵力構成見直し等に関する政府の取組について30」（平成18年５月30日閣議決定）に

おいて、同年度は引き続き北部振興事業を実施することが確認された31。また、平成19年

度から平成21年度についても、この閣議決定に基づき設置された「普天間飛行場の移設

に係る措置に関する協議会」の第１回会合において、当時の小池内閣府特命担当大臣（沖

縄及び北方対策）が行った、北部振興事業の継続及び確実な実施に係る北部12市町村か

らの要請を着実に実行する方向で対応する旨の発言を踏まえ32、北部振興事業が実施さ

れた33。 

 
25 内閣府「北部振興事業の概要」<https://www8.cao.go.jp/okinawa/6/64.html> 
26 同政府方針は、平成８年12月の「ＳＡＣＯ最終報告」において、普天間飛行場代替施設を沖縄本島東海岸沖

に建設すること等が示された後、政府及び地元の調整等を経て閣議決定されたものであり、北部地域の振興

については、同基本方針の別紙２「沖縄県北部地域の振興に関する方針」により、確実な実施を図ることと

された（「普天間飛行場の移設に係る政府方針」（平成11年12月28日閣議決定）<https://www8.cao.go.jp/ok

inawa/7/7212.html>）。 
27 同基本方針は、政府方針に基づき設置された北部振興協議会と移設先及び周辺地域振興協議会が、振興事業

の具体的推進の指針として取りまとめ、策定したものとなっている（「北部振興並びに移設先及び周辺地域振

興に関する基本方針」（平成12年８月24日北部振興協議会並びに移設先及び周辺地域振興協議会決定）<http

s://www8.cao.go.jp/okinawa/7/hokubu/120824_1.pdf>）。 
28 平成11年12月17日に行われた、関係閣僚と沖縄県知事から構成される沖縄政策協議会において、政府から北

部振興事業の創設や今後10年間で1,000億円程度の予算を確保するとの方針が示された（『読売新聞』夕刊（平

11.12.17））。その後、「普天間飛行場の移設に係る政府方針」（前掲注26）の閣議決定に際し、当時の青木内

閣官房長官から、平成12年度以降、当面、概ね10年間で1,000億円の特別の予算措置を確保するとの発言が行

われた。 
29 ロードマップでは、普天間飛行場代替施設について、２本の1,600ｍの滑走路（オーバーランを含む護岸を

除いた合計の長さは1,800ｍ）を辺野古崎とこれに隣接する大浦湾と辺野古湾を結ぶ形（Ｖ字型）で設置し、

2014年までの完成を目標とすること等のほか、嘉手納飛行場以南の施設・区域の返還、第３海兵機動展開部

隊の要員・家族のグアム移転など、在沖米軍の再編に係るパッケージが示された（外務省「再編実施のため

の日米のロードマップ（仮訳）」<https://www.mofa.go.jp/mofaj/kaidan/g_aso/ubl_06/2plus2_map.html>）。 
30 「在日米軍の兵力構成見直し等に関する政府の取組について」（平18.5.30）<https://www.mod.go.jp/j/app

roach/zaibeigun/saihen/20060530.html> 
31 なお、同閣議決定（前掲注30）に伴い、北部振興事業実施の根拠にもなっていた「普天間飛行場の移設に係

る政府方針」（平成11年12月28日閣議決定、前掲注26）が廃止されたため、改めて北部振興事業の実施が確認

されている。 
32 内閣府「第１回普天間飛行場の移設に係る措置に関する協議会概要」<https://www8.cao.go.jp/okinawa/7

/722_01_gaiyou.pdf> 
33 内閣府「平成21年度北部振興事業の実施について」（平21.8.4）<https://www8.cao.go.jp/okinawa/8/2009/

0804.pdf> 
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  平成22年度・23年度については、平成21年９月の民主党政権発足後、当時の前原内閣

府特命担当大臣（沖縄及び北方対策）から、北部振興策は基地問題とは切り離して考え

たい旨の発言があり34、事業費の名称を変更した上で、沖縄振興計画に基づき、北部振興

事業が実施された35。 

平成24年度については、同年度の予算編成と沖振法改正による一括交付金制度の導入

等に係る検討の過程において、一括交付金とは別に北部振興事業を継続するよう北部12

市町村から要請が行われたこと等も踏まえた調整が行われた。その結果、事業費の名称

を再度変更し、北部地域の連携を促進しつつ、産業の振興や定住条件整備に資する事業

を実施することを目的に、従前同様、個別の補助事業として北部振興事業が実施される

こととなり36、以後、平成24年12月の政権交代による自民党政権発足を経て、平成25年度

以降も、令和４年度に至るまで同事業が実施されている37。 

イ 予算の執行状況 

北部事業費については、平成24年度以降の推移の中で、２度にわたり大幅な増額が行

われている。まず、令和元年度に消費税率の引上げや北部12市町村からの予算拡充の要

望等を踏まえて8.8億円が、次いで、令和４年度に世界に誇る多様な観光資源の持続や質

の高い観光地づくり、人と自然が調和する環境共生型社会の実現に向けた事業などを実

施するため10億円がそれぞれ増額された38。 

一方、北部事業費と執行状況の推移（図表７）を見ると、平成24年度には、５町村及

び北部広域圏市町村圏事務組合（以下「北部事務組合」という。）39の10事業に対して計

23.9億円の交付決定が行われたものの40、実際に支出されたのは２事業5,100万円にとど

まり、大部分が翌年度に繰り越されたため41、執行率は極めて低い2.0％となった。その

後、平成25年度と平成26年度には、それぞれ当初予算額を超える30億円超が翌年度に繰

り越されたが、平成25年度から平成27年度にかけて、執行率は33.9％から80.5％にまで

大幅に上昇し、平成27年度における翌年度繰越額も9.6億円に減少した。 

 
34 『琉球新報』（平21.10.5） 
35 北部振興事業における事業費の正式名称は、平成12年度から平成21年度まで「沖縄北部特別振興対策事業費」

（非公共）及び「沖縄北部特別振興対策特定開発事業推進費」（公共）となっていたが、平成22年度及び平成

23年度は、「沖縄北部活性化特別振興事業費」（非公共）及び「沖縄北部活性化特別振興対策特定開発事業推

進費」（公共）に変更された。 
36 『沖縄タイムス』（平23.8.6、平23.12.26）、『琉球新報』（平23.12.14） 
37 なお、平成26年度予算案の閣議決定に際し、当時の山本内閣府特命担当大臣（沖縄及び北方対策）から、平

成24年度から10年間の沖縄振興計画期間においては、毎年少なくとも50億円の北部振興事業を継続する旨の

発言が行われ、事業予算の規模について一定の目安が示された（山本内閣府特命担当大臣記者会見要旨（平

25.12.24）<https://www.cao.go.jp/minister/1212_i_yamamoto/kaiken/2013/1224kaiken.html>）。 
38 藤生将治「平成31年度沖縄・北方関係予算」『立法と調査』No.410（平31.2）及び佐藤巴「令和４年度沖縄・

北方関係予算」『立法と調査』No.442（令4.2）参照 
39 地方自治法（第284条、第285条等）に基づき設置された複合的一部事務組合。北部12市町村から構成され、

広域的な振興事業の調査、実施及び連絡調整に関すること等の事務の共同処理を行っている（北部広域圏市

町村圏事務組合「北部広域市町村圏事務組合のご紹介」<https://www.yanbaru-oki.jp/introduction/>）。 
40 内閣府「平成24年度北部振興事業の実施について（第２回）」（平24.11.26）<https://www8.cao.go.jp/okin

awa/8/2012/1126.pdf>及び同「平成24年度北部振興事業の実施について（第３回）」（平25.3.13）<https://

www8.cao.go.jp/okinawa/8/2013/0313.pdf> 
41 内閣府「平成25年行政事業レビューシート（沖縄北部連携促進特別振興事業費）」<https://www.cao.go.jp/

yosan/pdf/25_0080.pdf> 
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図表７ 沖縄北部連携促進特別振興事業費と執行状況の推移（平成24年度～令和４年度） 

 
（出所）内閣府「行政事業レビューシート（沖縄北部連携促進特別振興事業費）」（平成25年度以降）等を基に

作成 

 

しかし、平成28年度には、当初予算額の８割を超える21.6億円が繰り越され、執行率

も37.1％にまで低下した。平成29年度には、執行率が57.5％となり改善したものの、当

初予算額の６割弱となる14.7億円が翌年度に繰り越されるとともに、当初予算額の２割

を超える5.4億円の不用額が生じた。 

平成30年度には、執行率が75.0％にまで改善され、翌年度繰越額も当初予算額の約３

割となる８億円となったが、予算が増額された令和元年度には、執行率が44.2％に低下

し、当初予算額の７割近い23.2億円が翌年度に繰り越された。さらに、令和２年度には、

執行率が35.6％にまで低下し、当初予算額を超える35.8億円が翌年度に繰り越された。 

令和２年度については、令和元年度からの増額による予算規模の拡大に加えて、新型

コロナウイルス感染症の拡大も影響したと考えられるものの、平成24年度以降の北部事

業費の執行状況の推移からは、翌年度以降への繰越しが常態化しているとともに、執行

率も総じて低く、安定しない状態にあることが示されている。 

ウ 予算の配分状況 

北部事業費の配分状況について、まず、市町村ごとの状況を、平成24年度から令和３

年度までの10会計年度中での交付決定額ベース（図表８の①）で見ると、複数市町村に

わたる事業を実施している北部事務組合等を除く、対象の12市町村のうち、４市町村（名

護市、本部町、金武町、伊江村）が８会計年度、３村（国頭村、今帰仁村、宜野座村）

が６会計年度に交付決定を受けている一方、２村（伊平屋村、伊是名村）が１会計年度、

また大宜味村が２会計年度のみに交付決定を受けている。 

また、令和３年度までの交付決定額の合計額について、多い順では、名護市が54.6億

円、次いで金武町が44.1億円、伊江村が36.1億円、本部町が27.3億円となっている一方、

合計額の少ない順では、伊是名村が3.6億円、次いで恩納村が4.2億円、伊平屋村が4.9億

円となっている。 

このように、北部事業費については、市町村によって、配分状況が異なっている。市

町村ごとの交付決定額を比べると、北部地域で人口の多い名護市や本部町、金武町に対

する交付決定額は比較的多くなっているものの、金武町よりも人口の多い恩納村に対す

る交付決定額は少ない状況にある。また、人口の少ない村の間では、比較的人口が少な
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く離島でもある伊是名村や伊平屋村に対する交付決定額は少なくなっている一方、両村

と同程度の人口である東村には11.5億円の交付決定が行われており、必ずしも人口には

比例しない形で配分が行われている42。 

 

図表８ 沖縄北部連携促進特別振興事業費の配分状況（平成24年度～令和３年度） 

 

 
 （出所）①については、内閣府「北部振興事業の実施について」（平成24年度～令和３年度の報道発表資料）

等、②については、内閣府「行政事業レビューシート（沖縄北部連携促進特別振興事業費）」（平成

25年度以降）を基に作成 

 

次に、市町村ごとの状況を、平成24年度から令和２年度までの実際の支出額ベース（図

表８の②）で見ると、交付決定額ベースでの配分状況と比べ、いずれの市町村等におい

ても、実際の支出の多くが交付決定の翌年度以降に遅れて行われる傾向にあり、執行状

況の推移で示された北部事業費の繰越しが常態化している状況が見られる。 

例えば、交付決定額の合計額が最も多い名護市では、交付決定額ベースでは、平成25

年度に5.9億円、平成26年度に3.3億円が交付決定されている一方、実際の支出額ベース

 
42 令和２年10月１日現在の推計人口は、名護市が63,554人、本部町が12,530人、恩納村が10,869人、金武町が

10,806人、東村が1,598人、伊是名村が1,322人、伊平屋村が1,126人となっている（前掲注23参照）。 
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では、平成25年度は支出がなく、平成26年度も1,900万円のみとなっており、平成27年度

に当該年度の交付決定額である6.2億円を上回る8.5億円が実際に支出されている。 

さらに、それらの主な内訳として、具体的な事業を見ていくと、「大浦マングローブ林

自然体験施設等整備事業」（計画期間：平成25年度）については、平成25年度に5.5億円

の交付決定が行われている一方43、実際の支出は平成27年度に行われている44。また、「北

部連携防災訓練施設等整備事業」（計画期間：平成25年度～平成27年度）については、平

成25年度に4,100万円、平成26年度に3.1億円、平成27年度に4.5億円の交付決定が行われ

ている一方45、実際には、平成26年度に1,900万円、平成27年度に2.8億円、平成28年度に

4.1億円がそれぞれ支出されている46。 

 

（３）沖縄離島活性化推進事業費 

ア 概要 

  離島事業費（沖縄離島活性化推進事業費）は、沖縄の離島が我が国の領海及び排他的

経済水域（ＥＥＺ）等の保全、海上交通の安全の確保、海洋資源の開発及び利用、海洋

環境の保全等に重要な役割を担っている一方で、人口減少傾向にあるなど、その取り巻

く厳しい環境が継続していることから、持続可能な地域社会の形成に向けて、沖縄の離

島市町村が取り組む事業を支援することを目的に、平成29年度の沖縄振興予算における

新規事業として創設された予算補助である47。 

  補助対象者は、沖縄の離島を含む18市町村48となっており、補助率は10分の８となって

いる。補助の対象となる事業は、令和３年度までは、沖縄の離島市町村の持続可能な社

会の形成に向けて、同市町村が実施する先導的な事業49とされてきたが、令和４年度から

は、先導的な事業に限定せず、沖縄県内の他地域とは異なる離島地域特有の条件不利性

 
43 内閣府「平成25年度北部振興事業の実施について（第３回）」（平26.3.3）<https://www8.cao.go.jp/okinaw

a/8/2014/0303.pdf> 
44 内閣府「平成28年度行政事業レビューシート（沖縄北部連携促進特別振興事業費）」<https://www.cao.go.j

p/yosan/pdf/h28/s27007400_naikakufu.pdf> 
45 内閣府「平成25年度北部振興事業の実施について（第４回）」（平26.3.12）<https://www8.cao.go.jp/okina

wa/8/2014/0312.pdf>、同「平成26年度北部振興事業の実施について（第３回）」（平26.11.28）<https://ww

w8.cao.go.jp/okinawa/8/2014/1128.pdf>、同「平成27年度北部振興事業の実施について（第３回）」（平27.

12.11）<https://www8.cao.go.jp/okinawa/8/2015/1211-hokubu.pdf> 
46 内閣府「平成27年度行政事業レビューシート（沖縄北部連携促進特別振興事業費）」<https://www.cao.go.j

p/yosan/pdf/26008100_naikakufu.pdf>、前掲注44、内閣府「平成29年度行政事業レビューシート（沖縄北部

連携促進特別振興事業費）」<https://www.cao.go.jp/yosan/pdf/h29/s28007800_naikakufu.pdf> 
47 内閣府「平成29年度行政事業レビューシート（沖縄離島活性化推進事業）」<https://www.cao.go.jp/yosan/

pdf/h29/s29001000_naikakufu.pdf> 
48 具体的には、石垣市、うるま市（津堅島）、宮古島市、南城市（久高島）、本部町（水納島）、伊江村、渡嘉敷

村、座間味村、粟国村、渡名喜村、南大東村、北大東村、伊平屋村、伊是名村、久米島町、多良間村、竹富

町、与那国町となっている。 
49 具体的には、官民が協働して行うもの、複数の政策を相互に関連付け全体として離島活性化に対して効果を

発揮するもの、他の市町村にも広げていくべきもの等とされている。 
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に起因する課題解決に向け、地域の実情に応じ実施する事業50とされており51、対象事業

の増加が見込まれることから、同年度の離島事業費は前年度から10億円（67.6％）の大

幅に増額されている52。 

  ソフト交付金とは別に事業化した理由について、創設時の鶴保内閣府特命担当大臣（沖

縄及び北方対策）は、補助の対象となる事業はソフト交付金と同じであるものの、離島

の振興について市町村の要望が高いこと等から設けた旨説明している53。 

イ 予算の執行状況 

離島事業費の執行状況（図表９）を見ると、初年度の平成29年度には、15市町村35事

業に対して計10.8億円の交付決定が行われているものの54、実際に支出されたのは5.8億

円となっており、４割近い4.3億円が翌年度に繰り越されたため、執行率も53.7％にとど

まった。平成30年度には、前年度に交付決定された南城市の事業（平成29年度交付決定

額：約２億円）等に対する支出が行われているものの55、新たな交付決定は、11市町村23

事業に対する7.9億円にとどまり56、3.9億円の不用額が生じるとともに、当初予算額の４

割を超える5.1億円が翌年度に繰り越されたため、執行率は前年度をさらに下回る42.9％

となった。 

 

図表９ 沖縄離島活性化推進事業費の推移と執行状況（平成29年度～令和４年度） 

 
 （出所）内閣府「行政事業レビューシート（沖縄離島活性化推進事業）」（平成30年度以降）等を基に作成 

 
50 具体的には、地域資源を生かした産業振興に資する事業、移住・定住環境の維持向上に資する事業、地域と

多様に関わる人々（関係人口）の創出や地域間交流等を通じた地域活性化に資する事業、地域で活躍する人

材の育成・確保に資する事業等とされている。 
51 内閣府「沖縄離島活性化推進事業の概要」<https://www8.cao.go.jp/okinawa/tyurasima/gaiyou_2_2.pdf>。

また、補助の対象となる事業の見直しに伴い、交付手続を定めた「沖縄離島活性化推進事業費補助金交付要

綱」における交付の目的（第２条）及び補助事業、経費及び補助率（第４条）の改正が令和４年３月末に行

われ、対象事業について「先導的な」としていた限定を削除している（内閣府「沖縄離島活性化推進事業費

補助金交付要綱」<https://www8.cao.go.jp/okinawa/tyurasima/r4_youkou.pdf>）。 
52 佐藤巴「令和４年度沖縄・北方関係予算」『立法と調査』No.442（令4.2） 
53 鶴保内閣府特命担当大臣記者会見要旨（平28.12.22）<https://www.cao.go.jp/minister/1608_y_tsuruho/

kaiken/2016/1222kaiken.html> 
54 内閣府「平成29年度沖縄離島活性化推進事業費補助金 事業一覧」<https://www8.cao.go.jp/okinawa/tyu

rasima/h29_jigyou_list.pdf> 
55 内閣府「平成31年度行政事業レビューシート（沖縄離島活性化推進事業）」<https://www.cao.go.jp/yosan/

pdf/r1/30009200_naikakufu.pdf> 
56 内閣府「平成30年度沖縄離島活性化推進事業費補助金 事業一覧」<https://www8.cao.go.jp/okinawa/tyu

rasima/h30_jigyou_list.pdf> 
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令和元年度には、9.1億が支出され、執行率も53.1％まで改善し、不用額も0.8億円に

とどまったものの、当初予算額の６割を超える7.3億円が翌年度に繰り越された57。その

ため、令和２年度の歳出予算現額は、当初予算額の増額（前年度比2.8億円増）と相まっ

て、22.1億円となり、事業開始以来で最大となった。しかし、新型コロナウイルス感染

症の拡大の時期と重なり、新たな交付決定は、９市町村16事業に対する5.9億円にとどま

り58、当初予算額の６割を超える9.3億円の不用額が生じ、実際に支出された8.6億円を超

える状況となった59。そのため、同年度における執行率も38.9％にまで低下した。また、

令和３年度には、不用額が減少した一方、当初予算額の９割弱となる12.3億円が繰り越

され、執行率も24.7％にまで低下した。 

平成29年度の事業開始以降、離島事業費については執行率が低い状況が続いており、

相当額の翌年度への繰越しも常態化しているといえる。その中で、前年度に不用額が多

く生じた令和元年度は執行率が改善したものの、令和３年度は事業開始以来では翌年度

繰越額が最大となり、執行率は最低となった。 

ウ 予算の配分状況 

  離島事業費の配分状況について、市町村ごとの状況を、平成29年度から令和３年度ま

での交付決定額ベース（図表10）で見ると、補助対象者である18市町村のうち、７市町

村（石垣市、南大東村、北大東村、伊平屋村、久米島町、多良間村、竹富町）が毎年度、

交付決定を受けている一方、５市町村（うるま市、宮古島市、本部町、粟国村、渡名喜

村）は１会計年度ないし２会計年度のみ交付決定を受けている。 

 

図表10 沖縄離島活性化推進事業費の配分状況（平成29年度～令和３年度、交付決定額） 

 
 （出所）離島活性化推進事業補助金の交付決定に係る内閣府の報道発表資料等を基に作成 

 
57 内閣府「令和２年度行政事業レビューシート（沖縄離島活性化推進事業）」<https://www.cao.go.jp/yosan/

pdf/r2/s01009100_naikakufu.pdf> 
58 内閣府「令和２年度沖縄離島活性化推進事業費補助金の第５回交付決定について」（令3.2.26）<https://ww

w8.cao.go.jp/okinawa/tyurasima/0226-r2ritou.pdf> 
59 内閣府「令和３年度行政事業レビューシート（沖縄離島活性化推進事業）」<https://www.cao.go.jp/yosan/

pdf/r3/2021_naikakufu_20010200.pdf> 
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また、令和３年度までの交付決定額の合計額について、多い順では、北大東村が12.1

億円、次いで久米島町が8.2億円、石垣市が6.8億円、南大東村が4.2億円となっている一

方、合計額の少ない順では、事業対象地域が市町内の離島に限定された市町（うるま市、

南城市、本部町）を除くと、渡名喜村が600万円、次いで伊江村が2,000万円、渡嘉敷村

が3,200万円、宮古島市が3,800万円となっている60。 

このように、離島事業費についても、補助対象者である市町村によって、配分状況が

全く異なっている。また、沖縄離島活性化推進事業費補助金交付要綱等では、特に市町

村ごとの配分比率の基準等が定められていない中で、市町村ごとの交付決定額の比率は、

ソフト交付金における市町村間の基本枠での配分のような、人口の割合等を踏まえたも

のとはなっておらず61、市町村の離島事業費に対する活用姿勢や企画の有無、交付決定を

行う内閣府の判断等に大きく左右されていると考えられる。 

 

（ふじう しょうじ） 

 
60 なお、交付決定された事業の内訳として、最も合計額が多い北大東村の例では、主な事業として、平成29年

度に水産業振興担い手移住拡大事業（交付決定額3,600万円）、平成30年度に同事業（同１億5,700万円）、令

和元年度に観光交流基盤整備事業（同１億3,800万円）、令和２年度に同事業（同１億9,400万円）、令和３年

度に農・福・観連携６次産業推進活性化事業（同２億6,700万円）及び農業・観光業新規就業者用定住住宅確

保事業（同２億3,900万円）等が挙げられる。 
61 最も交付決定額の多い北大東村の推計人口（令和２年10月１日現在）は、沖縄県内の41市町村のうち、渡名

喜村に次いで、２番目に少ない590人となっている（前掲注23参照）。 


